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＜第Ⅰ章及び第Ⅱ章のまとめ＞ 

海岸の特性： 

モデル地域のある羽咋市の海岸部は、日本海に面して対馬海流の影響を受ける開放性海域であ

り、直線的な千里浜海岸の北部に位置し、羽咋・滝海岸は礫海岸と砂浜海岸となっており、地域

の南端には二級河川の羽咋川がある。 

モデル地域の海岸は能登半島国定公園に指定され、レクリエーション施設が多数存在しており、

海岸利用施設としては滝港、柴垣漁港、羽咋漁港があり、港湾、漁港も含めて海岸保全区域の指

定区域がある。 

石川県の海岸線の延長は 583.2km で、このうち、海岸管理者が管理する海岸で海岸保全区域は

372.8km であり、一般公共海岸区域は 117.4km である。 

 

漂着ゴミで生じている問題： 

モデル地域は、魚釣りやサーフィンなどのレクリエーションや散策など市民の憩いの場として、

また、能登一の宮気多大社の神事の海岸として全国に取り上げられており利用は高いが、国内外

から次から次へと漂着するプラスチック類、漁網、ロープ、流木などの大量のゴミに対応できず

苦慮している。 

現在、4 月と 7 月の年 2 回、市民憲章に基づいた市民、ボランティア総ぐるみでの人力による

海岸清掃を実施しており、財政的に機械等を活用できない状況ではあるが、立地条件からみてビ

ーチクリーナや重機を十分に活用できる海岸である。 

モデル地域のうち柴垣海岸と羽咋一ノ宮海岸は、砂浜を車で走ることができる海岸であり、ゴ

ミの回収や運搬に重機や車両を利用できるが未検討である。滝海岸は、礫海岸で足場が悪く、漂

着ゴミの回収が困難であるとともに、海岸へのアプローチにも困難性があり、大量の漁網や漁具

の漂着がみられ、その回収を検討する必要がある。 

 

漂着ゴミの量： 

羽咋・滝海岸の漂着状況には、次の 3タイプがある。 

①通常時：通常の海流や風、波浪などによって漂着。漂着するゴミの量は、年間で約 16ｔと推定

された。 

②豪雨時：梅雨時、台風や集中豪雨などで、羽咋川水系の河川敷で草刈したヨシを主体に、市街

地のゴミを含めて海岸に大量に漂着。漂着するゴミの量は、年間で約 19ｔと推定された。 

③災害時：台風等による集中豪雨により、内陸部から流出した木材等が大量に漂着。過去に平成

14 年(1,260m3)と 16 年(1,220m3)にみられ、国の補助金により災害復旧事業を実施した。 

 

漂着ゴミの質： 

漂着ゴミの組成では、通常時の冬季には海藻が多く、豪雨時にはヨシ（潅木）が多かった。次

いで、プラスチック類、木材が多くを占めていた。 

 

漂着ゴミの回収・処理方法： 

漂着ゴミの回収は、通常時には人力による作業が基本となるが、豪雨時の場合はレーキドーザ

によるヨシの回収、スクリーンによるヨシと砂の分離、パッカー車によるヨシの搬出等、重機を

用いた作業が効率的であると考えられる。 

モデル地域の海岸の大半部では、住民やサーファーによる定期的な清掃活動が既に行われてお



り、通常時のゴミの清掃活動に対応できている。この活動は、「クリーン・ビーチいしかわ」とし

て、全県レベルの清掃活動に統合されているとともに、全国的にも先駆的な活動として大いに評

価できる。一部の海岸では、上記の住民による定期的な清掃活動が行われていなかったが、本調

査を通じて、地元関係者が定期的な清掃活動の開始を企画している。回収したほとんどのゴミ（可

燃ゴミ、ビン類、カン類、粗大ゴミ）は、羽咋郡市広域圏組合のリサイクルセンターで処分可能

である。タイヤ、ドラム缶、ガスボンベ、漁網等は、処理困難物として専門業者で処分する。 

 

効果的な回収時期： 

住民による定期的な清掃活動が、継続的に年 2 回（4 月と 7 月）実施されている。これらの活

動は、海岸にゴミが多く漂着する冬季明けと、海水浴場としての利用前に設定されており、ゴミ

の漂着時期との関係から考慮しても適当である。 

 

漂着メカニズムおよび発生抑制： 

秋季から冬季明けまでは、海流や風、波浪などによって漂着するものと考えられ、夏季前後は、

ヨシを主体としたゴミが多く、豪雨によって羽咋川水系等のゴミが漂着しているものと考えられ

た。ペットボトルやライターの製造国をみると、韓国、中国などの海外由来のものも見られるが、

国内由来のものの方が多かった。また、国内におけるライターの発生場所を推定した結果では、

羽咋川流域とその近傍の地域がほとんどであった。 

これらのことや豪雨時の状況から、羽咋・滝海岸に漂着するゴミの多くは、石川県内で発生し、

河川を通じて、海岸に漂着していることが推測された。このため、漂着ゴミの発生抑制対策とし

ては、海外からのゴミに加え、県内から発生するゴミを抑制することが課題と考えられる。 
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第Ⅲ章 石川県羽咋市地域における今後の漂流・漂着ゴミ対策のあり方 

漂流・漂着ゴミ問題の解決のためには、発生したゴミの回収・処理対策の体制作りとと

もに、発生源対策が重要である。羽咋市地域における現状としては、回収・処理を市や地

域住民、漁業者、サーファーが主体となって実施しているが、解決すべき課題は残されて

いる。継続的な回収・処理のためにも、これらの課題を具体的に検討する必要がある。本

章では、これまでの調査結果を含め、漂着ゴミに関する現状と課題、それに対する現状の

取組を踏まえ、より効果的・効率的な海岸清掃体制の構築を念頭に、望ましい漂流・漂着

ゴミ対策のあり方を検討・整理した。 

 

1．石川県羽咋市地域における漂流・漂着ゴミに関する取組の現状と課題 

1.1 漂流・漂着ゴミの実態調査及び清掃活動に関する取組 
国は、「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまとめ」（平成 19 年 3 月）を踏ま

え、状況の把握、国際的な対応も含めた発生源対策、被害が著しい地域への対策を進めて

いる。 

 

1.1.1 国の取組 
(1) 状況の把握 

気象庁は、北西太平洋海域及び日本周辺海域の観測定線において海上漂流物目視観測を

実施している。また、海上保安庁は、一般市民を対象とした海洋環境保全のための啓発活

動の一環として、漂着ゴミ分類調査を実施している。環境省は、漂流・漂着ゴミについて、

国内外の既存の予測手法等をもとに、既存予測モデルの範囲を拡大し、東シナ海等への適

用を可能とするような予測手法の検討を行った。 

なお、漂流・漂着ゴミについては、これまでも国及び各種団体が、実測及びアンケート

調査等を実施し、医療系廃棄物も含め、その状況の把握に努めてきたところであるが、こ

れら状況は、国内外での対策の進展等により年々変化することから、今後も、常に知見を

収集することとしている。 

 

(2) 被害が著しい地域への対策 
a．地方公共団体等の対策に対する実効性の高い財政支援等 
国土交通省及び農林水産省は、洪水、台風及び外国からの漂流等による大規模な漂着ゴ

ミが海岸保全施設の機能を阻害することとなる場合に、これを緊急的に処理することを目

的として、「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」を拡充している。平成 19 年度

には、①本事業で処理できる対象を大規模な「流木等」に限らず「漂着ゴミ」にも拡充す

るとともに、②補助対象となる処理量を現行の「漂着量 70％」から「漂着量全量（100％）」

に拡充した。また、平成 20 年度には、広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を処

理するため、事業の対象範囲を拡大し、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が協働して

一体的・効率的に処理を行うこと等ができるよう制度を拡充した。なお、本事業の採択基

準は、①海岸保全区域内に漂着したもの、②堤防・突堤・護岸・胸壁・離岸堤・砂浜等の

海岸保全施設の区域及びこれら施設から 1キロメートル以内の区域に漂着したもの、③漂

着量が 1,000 立方メートル以上のもの、3つの要件全てを満たすことである。 

環境省は、平成 19 年度に災害廃棄物処理事業費補助金（漂着ゴミ処理事業分）を拡充し、

災害に起因しないが、海岸への大量の廃棄物の漂着について、その処理を市町村が行う場

合、当該処理事業費を補助対象とした。補助の規模要件は 150 立方メートル以上であり、
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海岸保全区域外における事業について補助を行うこととしている。また、市町村が海岸漂

着物を含めた廃棄物の処理を行うため必要な廃棄物処理施設を整備する場合に、循環型社

会形成推進交付金により支援を行っている。 

内閣府は、同じく循環型社会形成推進交付金により、離島地域を含む沖縄における廃棄

物処理施設等の整備に係る支援を行っている。 

水産庁は、市民参加による森・川・海を通じた漁場環境保全事業において、民間団体を

通じて、漁業者・市民団体等が行うゴミの除去作業に必要な清掃資材等を提供するなど、

海浜の美化活動を支援している。 

総務省は、地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方公共団体に対し、

「頑張る地方応援プログラム」により地方交付税等の支援措置を講じている。地方公共団

体は、頑張る地方応援プログラムのプロジェクトとして環境保全プロジェクト（漂流・漂

着ゴミに関する活動等）に取り組むことで、その取組経費について支援を受けることがで

きる。 

 

b．調査 
環境省は、平成 19 年度より、「漂流・漂着ゴミ国内削減方策モデル調査」を開始し、漂

流・漂着ゴミ問題について、海岸やゴミの状況に適した削減方策を検討するため、モデル

地域を選定した上で、漂着ゴミの状況の把握を行うとともに、発生源対策や効率的・効果

的な処理・清掃方法を検討している。また、NGO 等との関係者間の連携の推進及び海岸清

掃、普及啓発等の効果的な方策についても検討している。また、医療廃棄物や廃ポリタン

クの漂着が認められた場合には、必要に応じ、関係地方公共団体等と連携して漂着状況の

把握に努めている。 

国土交通省は、海岸における漂着ゴミには、使用済みの注射器や危険性の高い薬品ビン

などの医療系廃棄物を始め、ガスボンベ、信号筒など爆発や破裂の恐れのあるものなど危

険物が含まれている事例が各地で見られていることから、海岸を常に安全に利用できるよ

うに適切に管理するための対応方針の策定を進めている。 

海上保安庁は、同一の排出源からのものと思われる大量の漂着物が認められた場合に、

関係地方公共団体等と連携して、事件・事故の両面から、漂着状況を含む、排出源、排出

原因の特定のための調査を実施している。 

 

c．技術開発 
環境省は、廃棄物処理等科学研究費補助金（競争的資金）を活用し、重点枠として漂着

ゴミの処理に係る技術を公募し、塩分を含む漂着ゴミの焼却技術の開発等を行っている。 
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1.1.2 石川県の取組 
(1) 県における漂着ゴミ処理対策 
a．災害による漂着流木等の処理 
洪水・台風等の災害により、木材等が海岸に大規模漂着した場合は、県（海岸管理者）

が、国の補助を受けて漂着物の処理を実施している。 

○災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の実施状況 

・平成 14 年度 羽咋市千里浜海岸で流木除去（1,260 ㎥） 

・平成 16 年度 羽咋市千里浜海岸で流木除去（1,220 ㎥） 

 

b．なぎさ保全対策推進に係る助成 
県（土木部）は、羽咋市千里浜海岸（なぎさドライブウェー）の保全対策推進のため、

羽咋郡市広域圏事務組合が実施している千里浜海岸の清掃事業等に、昭和 51 年度から助成

している。 

また、同組合に対して、レーキドーザを無償で貸し付けしている。 

 

(2) ボランティア、団体等との連携 
a．「クリーン・ビーチいしかわ」との連携 
毎年、県内全域において 10 万人以上の県民がボランテイアで活動に参加している「クリ

ーン・ビーチいしかわ」と、県は市町とともに連携し、海岸の環境保全に取り組んでおり、

また、「クリーン・ビーチいしかわ」の活動費等に対して、県（農林水産部）は、助成して

いる。 

 

b．石川県産業廃棄物協会のボランティア活動 
原因者が不明な木材が、海岸に大量に漂着した場合、沿岸市町はその処理に困窮してい

るのが実態である。 

県(環境部)は、市町等の要請を受け、漂着木材のリサイクル処理を依頼し、石川県産業

廃棄物協会の協会員がボランティアにより処理を行った。 

 

 

(3) 調査、啓発等の実施 
a．海辺の漂着物調査 
県（環境部）は、平成 8年度より、羽咋市の海岸において、羽咋市等と連携し、漂着物

調査を実施し、その資料を環日本海環境協力センターに提供している。 

 

b．県民への広報 
漂流・漂着ゴミは、船や外国からと思われるもののほか、国内の河川等から発生するも

のも多くあることから、県民等に対して、ゴミの適正排出や散乱防止の啓発を図っている。 

また、近年、外国からと思われる医療廃棄物や薬品の入ったポリタンクが漂着している

ことから、県(環境部）は、漂着や漂着する恐れがある情報を得た場合、市町等にその情報

を提供するとともに、ホームページやマスコミを通じて、広く県民に注意喚起を図ってい

る。 
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1.1.3 羽咋市の取組 
羽咋市の市民憲章に基づいた海岸清掃活動である「クリーン・ビーチいしかわ」につい

て、羽咋市は県とともに連携して、海岸の環境保全に取り組んでいる。この活動に市の職

員も積極的に参加するとともに、収集・運搬・処分作業の事前準備、当日の作業指揮をと

るなどの体制を組んでいる。 

また、年 2回の海岸清掃活動やそれ以外の海岸清掃活動で発生したゴミについて、運搬・

処分費用を負担するとともに、「クリーン・ビーチいしかわ」の活動費等の助成も行なって

いる。 

 

1.1.4 地域の取組 
地域住民は、年 2回の定期的な海岸清掃活動である「クリーン・ビーチいしかわ」に、

多数が参加している。これ以外でも、漁業者・学生・サーファー等が、定期的あるいは不

定期に海岸清掃を行なっている。 
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1.2 地域の海岸清掃活動に関する現状と課題 
1.2.1 「クリーン・ビーチいしかわ」の清掃活動の現状 

調査対象地域の清掃活動に関しては、既に、住民による定期的な清掃活動が行われてお

り、従来から、羽咋市の市民憲章に基づいて地域住民が海岸清掃を行っていたものを、他

の地域の同様な活動とともに、「クリーン・ビーチいしかわ」として全県レベルの清掃活動

に統合されたものである。 

羽咋市では、4月と 7月に定常的（年中行事的）に市民運動として、すでに 30 年にわた

って清掃活動を行っており、多くの地域住民がゴミの回収に参加している。ゴミ袋は「ク

リーン・ビーチいしかわ」が配布し、回収された漂着ゴミの収集・運搬・処分費は各市町

村が負担している。また、最近は、これらの定期的な活動とは別の不定期清掃活動（特に

漁協・学生・サーファー等による）も行われてきている。 

クリーン・ビーチいしかわは、海岸清掃の活動組織としては先駆的であり、活動内容も

充実しているために、全国レベルで良好な手本となるものである。 

クリーン・ビーチいしかわの活動報告から、その活動の詳細をとりまとめて、表 1.2-1

に示す。 
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表 1.2-1 クリーン・ビーチいしかわの活動の詳細（活動概要、活動状況等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.活動概要 

○実行委員会 

・名誉会長（県知事）、顧問（議会議長、市長会長、市議会議長会長など）、会長（エフエム石川

社長）、実行委員（各市町長など）からなる実行委員会が設置されている。 

 

・目的：以下を目標とする。 

①美しい石川の渚を取り戻し、白砂青松を蘇らせる基盤づくり 

②野鳥や海の生きものを残酷な被害から守る海の環境・ルールづくり 

③沿岸漁業資源の回復に良好な豊かな海づくり 

④森林、河川を守る基盤づくり 

 

・事業：次の事業を行う。 

①クリーン・ビーチ活動の企画、諸機関との連絡・調整及び推進に関すること。 

②活動を、ひろく県民に周知し、参加を呼びかけ、実践を通して環境保全と市民のモラル向上に

寄与すること。 

③今後の活動の進展に必要な提言をすること。 

 

・事務局をエフエム石川内に置く。 

 

○幹事会 

・各市町での窓口となる部課の長、国土交通省 北陸地方整備局 金沢河川国道事務所海岸課長、

県関連部課の長、エフエム石川などからなる幹事会が設置されている。 

 

・活動規約の前文には、「石川県下の海岸線 583km を舞台に繰り広げられる清掃活動「クリーン・

ビーチいしかわ」に協調、クリーン・ビーチいしかわ実行委員会のもと、全市町村が一体となっ

て、または市民運動をあと押しして、渚（なぎさ）の一斉清掃、川筋の清掃等を実施し、海岸及

び自然環境の保全と地域の美化に資する。」とある。 

 

1.1 清掃活動の基本原則 

(1) 清掃活動の範囲は、それぞれの市町村または市民団体などが決めた海岸、河川、湖沼とし、

運動に呼応する人たちの動員のもとにボランティア活動として実施する。 

(2) 清掃活動の実施日は、活動計画に基づくことを原則とし、天候・海況などにより、当日実施

困難な場合は、中止や予備日を設けるなど地域ごとに対応する。 

(3) 清掃活動の内容は、海岸や河川、湖沼の漂着物、廃棄物の回収作業とし、回収された廃棄物

などは可燃物と不燃物に分別し、実行委員（市町村長）の指示のもとに処理を行う。 

(4) 清掃活動のための資材は、県、県漁業協同組合連合会と実行委員会事務局（以下「事務局」

という）が協力して管理し、調達、保管、配布のための連絡などにあたる。 

(5) 清掃活動によって生じた諸問題については、事務局が整理して報告書にまとめる。 
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年次 活動状況（設立から現在まで） 

1994 年 ・エフエム石川が開局 5周年記念キャンペーンとして提唱 

・12 月：関係機関・団体とともに、実行委員会設立準備幹事会 

1995 年 

49,119 名 

参加 

・1月 17 日（阪神大震災の日）：実行委員会設立総会 

海に面した 8市 17 町でスタート 

・4月：開始宣言式（押水町今浜 1,000 人参加）。各地で実践活動展開 

・6月：クリーン・ビーチいしかわ新聞第 1号発刊 

・6月：クリーン・ビーチいしかわ in かなざわ（金沢市専光寺）スタート 

・7 月：玉村豊男トークエッセイ「自然と人をつなぐもの」（金沢市民芸術ホー

ル） 

・9月：作文・絵画コンクール 

・10 月：「ライフスタイルを見直そう」など提言 

1996 年 

123,786 名 

参加 

・1月：海と渚のシンポジウム「山から川から海から始める自然保護」開催（エ

ルフ金沢） 

・第 16 回全国豊かな海づくり大会テーマ館に出展（珠洲市蛸島） 

・年間延べ参加者は倍増し 10 万人を超えた。約 200 ヶ所で清掃活動を実施した。

・全市町村参加の実行委員会組織となった。海・山・川の一体性から、海に面

しない 16 町村の参加を得た。なお、現在では、市町村合併により 10 市 9 町 

・3月：海岸でのメッシュ調査－海辺の環境指標づくりが、中学・高校生ら 500

人によって実施された。（秋まで） 

・7月：初の「海の日」で一斉清掃（金沢市など 13 会場に 17,000 人参加） 

2.2 清掃活動の地域別活動計画 

(1) 清掃活動は、実行委員（市町村長）の指揮のもとに、幹事がリーダーとなって効率的に実施

する。この際、幹事はあらかじめ地域内の協議を経て事務局あてに行動計画書（別紙）を提出す

る。提出期限は、実施日の 10 日前までとする。 

(2) 清掃活動を円滑に実施するため、地域ごとに実行委員（市町村長）を中心として企画調整、

動員計画、回収、分別処理、記録などの組織を編成し、責任体制を明確にする。 

(3) セレモニーやイベントの実施、集合場所の決定にあたっては、実行委員（市町村長）が必要

に応じて漁業協同組合、関係機関、参加団体、事務局などと協議する。 

(4) 清掃活動に必要な軍手、こみ袋などは、行動計画書に基づき県が市町村へ連絡、市町村は実

施の 3日前までに受理する。 

(5) 清掃活動終了後は、幹事が活動結果を報告書にまとめて事務局に提出する。 

○その他 

・資金は、県と各市町の助成金、事業所の協賛金である。 

・清掃活動の支援は、ゴミ袋の配布と、ラジオ放送で実施日時、場所等を事前告知し、参加を呼

びかけている。 

・活動報告は、毎年次ごとに、30 ページ程度の冊子にまとめられ、公表・配布されている。 

 

2.活動状況 

・活動状況については、年次ごとに発行されている活動報告から、以下のとおりである。 
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年次 活動状況（設立から現在まで） 

・活動の写真展を各地で開催（以後継続実施） 

・エフエム石川では、キャンペーン番組、ボランティア参加者募集などの放送

を行った。（以後継続実施） 

1997 年 

108,251 名 

参加 

・1月：島根県沖の日本海でロシア船籍のタンカー「ナホトカ」号の浸水事故発

生、大量の重油が流出した。5 月まで対応した。1 府 8 県で約 59,000 キロリッ

トルの重油が回収され、石川県では 38％に当たる 22,305 キロリットルを回収し

た。回収人員は、約 20 万人（自衛隊 1.5 万人、ボランティア 9.7 万人、住民職

員 9万人）であった。 

・各地での活動が多様化。年間延べ参加者は、ナホトカを除き約 10 万人 

・6月：金沢市の専光寺浜など 5会場で海岸清掃（3,600 人参加） 

・7月：ライブ「クリーン・ビーチいしかわ in C.C.Z」（松任市徳光） 

1998 年 

105,717 名 

参加 

・各地での活動がひき続き活発。大会形式のイベント型も新たに企画され、運

動は定着してきた。 

・5月：エフエム石川で、定時番組「ラブ・アワ・ビーチ」放送開始 

・6月：初の県内統一デー（金沢市、小松市、宇ノ気町で 7,000 人） 

1999 年 

115,387 名 

参加 

・6 月：クリーン・ビーチいしかわ in かなざわ、雨のため７/4 に延期（3,000

人） 

・7月：海と渚のシンポジウム「日本海と私たちの暮らし」（七塚町民センター）

・金沢工業大学環境システム工学科の敷田麻実研究室に、クリーン・ビーチい

しかわの社会的・経済的価値の評価、清掃活動の効率化調査を実施し、「便益が

費用を大幅に上回って大変に有益であり、今後も推進していくべきだ」との研

究結果を得た。（2000 年にかけての 2年間） 

・10 月：イメージキャラクターのやどかりの愛称が「海（かい）くん＆渚（な

ぎさ）ちゃん」に決まる。 

2000 年 

119,118 名 

参加 

・3月：５周年記念感謝状贈呈 

・5 月：県内統一デー（金沢市、根上町、押水町、鹿西町、穴水町、能都町で

5,000 人） 

・8月：漂流物展をスタート。海岸に打ち上げられたさまざまな漂流物、貝殻な

どの自然物やペットボトル、ライター、医療廃棄物など 500 点で、トランク 11

個に収納されている。（以後継続実施） 

・9～10 月：自然と触れ合った海岸林観察会を開催（小松市安宅、加賀市加佐岬）

2001 年 

109,906 名 

参加 

・5月：県内統一デー（金沢市、小松市、七尾市、根上町、鹿西町、能都町、尾

口村で 25,000 人） 

・5月：海辺のごみ回収マニュアルを 5,000 部作成 

・10 月：学生クリーン・ビーチいしかわ大作戦スタート（松任市徳光） 

・第 21 回全国豊かな海づくり大会で、大会会長賞を受賞 

2002 年 

120,733 名 

参加 

・5月：県内統一デー（金沢市、七尾市、根上町、鹿西町、能都町で 5,000 人）

・7月：漂流物展に、トランクに組み込んだパソコンでクリーン・ビーチいしか

わの活動を紹介する「スライドショー」が登場 

・9月：学生クリーン・ビーチいしかわ大作戦（穴水町潮騒の道） 

2003 年 ・1月：県外の環境ボランティア団体「NPO クリーンふくおかの会」と初の交流
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年次 活動状況（設立から現在まで） 

108,435 名 

参加 

会。 

今後も情報交換など積極的に交流を行い、互いの活動の進展に役立てていこう

と申し合わせる。 

・5 月：県内統一デー（金沢市、七尾市、内灘町、能都町、鹿西町、門前町で

5,400 人参加） 

・6月：福岡のラブアース・クリーンアップに参加、交流を深める。 

・6 月：リセットクリーンアップ石川「海岸おそうじし隊」（内浦町のとふれあ

い海洋センター付近海岸） 

・8月いしかわっ子「山から海への大冒険」（手取川上流から河口） 

・9月：学生クリーン・ビーチいしかわ大作戦（美川町小舞子海岸） 

・10 月：いしかわ漁民の森づくりで広葉樹の苗 600 本を植樹（加賀市加佐岬）

・10 月上旬：韓国水産会に「日韓両国が海岸ごみ問題に手を携えて取り組もう」

という趣旨の提案書を、大日本水産会を通じて渡す。 

・オリジナルのゴミ袋を作成 

2004 年 

111,041 名 

参加 

・5月：日韓環境保護友好の森づくりに特別参加（韓国釜山） 

・5月：県内統一デーに金沢会場で、参加団体の中からクリーン・ビーチいしか

わキャプテン（海岸清掃全般をリードし、安全上の注意と海岸ゴミについて理

解し、ボランティアにアドバイスできること）が誕生し、海岸清掃をリードす

る（金沢市、松任市、能都町、門前町、4,100 人参加） 

・8月：いしかわっ子「若鮎たちの川のぼり」（金沢市浅野川） 

・10 月：いしかわ漁民の森づくり（加賀市片野海岸で広葉樹 500 本植林） 

2005 年 

132,865 名 

参加 

・5 月：県内統一デー（金沢市、白山市、中能登町、門前町、能登町で 12,500

人参加） 

・7月：いしかわっ子「若鮎たちの川のぼり」（金沢市浅野川） 

・9月：学生クリーン・ビーチいしかわ大作戦５周年（大野・金石・金沢港周辺）

・9月：クリーン・ビーチいしかわ発足 10 周年記念事業（金沢みなと会館） 

・9月：「海との歩みのミーティング」海が結ぶ交流“釜山～福岡～石川” 

2006 年 

120,700 名 

参加 

・5月：県内統一デー（金沢市、白山市、能登町で 5,000 人参加） 

・7月：ビーチフラッグ大会 in 内灘（内灘海水浴場、男女 48 人の 12 チームが

参加） 

・9 月：いしかわ海辺の森づくり in 小松（小松市安宅海岸。クロマツ 100 本植

樹） 

・9 月：学生クリーン・ビーチいしかわ大作戦 2006（加賀市塩屋、片野海岸、

山中温泉） 

・10 月：いしかわ漁民の森づくり in 志賀（志賀町給分。ケヤキ、コナラ 300

本植樹） 

2007 年 

120,776 名 

参加累計 

1,445,834 名 

・5 月：県内統一デー（金沢市、白山市、能登町、中能登町で 11,100 人参加）

・9 月：学生クリーン・ビーチいしかわ大作戦 2007（羽咋市柴垣海岸長手島清

掃、砂像作り、国立能登青少年交流の家で交流） 

・10 月：いしかわ漁民の森づくり in 七尾（七尾市城山スキー場跡地。クヌギ、

コナラ、ヤブツバキ 500 本植樹） 
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1.2.2 調査対象地域での「クリーン・ビーチいしかわ」の清掃活動の現状と課題 
調査対象地域での「クリーン・ビーチいしかわ」の活動をベースとして、本調査を通じ

て明らかとなった調査対象地域での漂着ゴミの清掃活動の現状と課題について、次のとお

り地域別に整理した。 

・柴垣海岸（地点 1）：これまで回収作業はなされていなかった。貴重な昆虫の生息場所であ

るため、作業時期が冬季から春季に制限され、作業方法も車両の通行などで制限を受ける。

海岸清掃を行う際には、文化財の現状変更の手続き（石川県文化財保護条例第 35 条）が

必要であり、関係者（石川県教育委員会文化財課、羽咋市教育委員会文化財課）からの指

導を受けながら回収作業を行う必要がある。 

・柴垣海岸（地点 2）：これまで地域住民や「クリーン・ビーチいしかわ」での回収作業は

なされていなかったが、月 1回（1、2月を除く）サーファーによる定期な清掃活動が行わ

れていた。このサーファーによる清掃活動は、クリーン・ビーチいしかわの活動と連携す

ることとなった。また、豪雨時にヨシが大量漂着した場合、効率的な実施のためには、重

機の活用を検討する。 

・柴垣海岸（地点 3）、羽咋一ノ宮海岸（地点 4、5）：年 2回、住民による定期的な清掃活動

での回収作業がなされている。また、柴垣海岸（地点 3）と羽咋一ノ宮海岸（地点 4）の

北側では、サーファーによる定期な清掃活動が行われていた。豪雨時にヨシが大量漂着し

た場合、効率的な実施のためには、重機の活用を検討する。 

・滝海岸（地点 6、7）：年 2回、漁業者による定期清掃活動での回収作業がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2-1 調査範囲 
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1.2.3 調査対象地域での清掃活動の現状と課題 
石川県羽咋市地域（羽咋・滝海岸）における漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題を

表 1.2-2 に示す。 

 

表 1.2-2 石川県羽咋市地域における漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題 

回  収 現状 ・ 住民による定期的な清掃活動が、4 月と 7 月の年 2 回程度実施されて

いる。 

・ これ以外に、漁業者やサーファーによる清掃活動が実施されている。

・ ゴミ袋は、クリーン・ビーチいしかわが配布している。 

・ 一部の地域が、清掃活動の対象外となっている。 

・ 一部の地域では、タイヤ、ガスボンベ、古冷蔵庫などの処理困難物の

回収（運搬も）はなされていない。 

・ 豪雨時にヨシが大量漂着することがある。 

 

課題 

・ 清掃活動の対象外となっている一部の地域も、清掃活動の対象とする

ように検討する。 

・ 処理困難物の回収（運搬も）がなされていない一部の地域で、回収の

方策を他の地域と同様になるように検討する。 

・ 豪雨時にヨシが大量漂着した場合には、重機の活用を検討する。 

収集・運搬 現状 ・ 可燃ゴミは、一般廃棄物収集運搬業者の専用車にて、羽咋郡市広域圏

事務組合のリサイクルセンター（クリンクルはくい）に運搬する。こ

の可燃ゴミは、廃プラ、ペットボトルなどである。 

・ その他、ビン（ガラス類を含む）、カン（金属類を含む）はそれぞれ区

分して収集し、一般廃棄物収集運搬業者の専用車にて、羽咋郡市広域

圏事務組合のリサイクルセンター（クリンクルはくい）に運搬する。

・ 運搬費用は、羽咋市が負担している。 

・ 一部の地域では、タイヤ、ガスボンベ、古冷蔵庫などの処理困難物の

収集・運搬がなされていない。 

・ 信号弾などの危険物の漂着がみられることがあり、その運搬方法が明

確でない。 

 

課題 

・ 処理困難物の収集・運搬がなされていない一部の地域で、収集・運搬

の方策を他の地域と同様になるように検討する。 

・ 危険物の運搬方法を定める。 

処  分 現状 ・ 可燃ゴミは、RDF（廃棄物固形燃料）となり、発電に利用される。 

・ 処分費用は、羽咋市が負担している。 

・ 一部の地域では、タイヤ、ガスボンベ、古冷蔵庫などの処分されてい

ない処理困難物がある。 

・ 信号弾などの危険物の漂着がみられる。 

 

課題 

・ 一部の処分されていない処理困難物について、民間専門業者を通じた

処分を検討する。 

・ 危険物の処分方法を定める。 
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1.3 漂流・漂着ゴミの発生抑制に関する取組 
1.3.1 国の取組 

国は、「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまとめ」（平成 19 年 3 月）の

中で、国際的な対応も含めた発生源対策を以下のように示している。 

 

(1) 国内での発生抑制の取組 
国土交通省や農林水産省等では、以下のように漂流ゴミの回収対策を含む取組を実施

している。 

河川等に捨てられたゴミが、海域に流出することで漂流・漂着ゴミ問題の一因となって

いることから、国土交通省では、従来から、河川敷等において、市民と連携した清掃活動、

不法投棄の防止に向けた普及啓発活動を行っている。また、河川管理者による日常的な監

視による不法投棄の抑止・早期発見、河川の維持管理の中での治水上の支障となるゴミ回

収の徹底、市民と連携した清掃活動の実施、回収活動状況のマップ作成等を通じた啓発普

及に取り組んでいる。 

港湾において、国土交通省では航行船舶の輻輳する海域において船舶航行の安全を確保

し、海域環境の保全を図るため、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海等（港湾区域、

漁港区域を除く）において、海面に浮遊するゴミや油の回収を行っている。また、海洋短

波レーダによって観測された流況を活用し、ゴミや油の集まる位置を予測する技術等の研

究開発を推進している。 

水産庁は、漂流・漂着物の発生源対策として、漁業系資材の漁網、発泡スチロール製の

フロート及びプラスチック製品について、モデル地域を選定し、その処理費用の軽減方策

及びリサイクル技術の開発・推進を図るとともに、被害拡大防止のため漁業活動中に回収

された漂流物の処理費用に対する広域的な取り組みへの支援を行っている。また、漁場環

境の悪化により、効用の低下している漁場の生産力の回復や水産資源の生息場の環境を改

善することを目的として、堆積物の除去等を行っている。 

国内において容器包装廃棄物の排出抑制を促進することは、漂流・漂着ゴミに対する対

策としても有効であると考えられる。このため、経済産業省は、容器包装廃棄物の排出抑

制を促進するため、改正容器包装リサイクル法の施行に必要な調査等を行い、同法の適切

な実施を進めている。 

 

(2) 国際的な取組 
環境省は、日中韓 3カ国環境大臣会合等の政策対話や、日本、中国、韓国、ロシアによ

る海洋環境保全のための枠組みである「北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）」の海洋ゴミ

プロジェクトを通じ、関係各国に対し、様々な種類の漂流・漂着ゴミに対する協力を含め、

引き続き協働して取り組むよう働きかけている。 

外務省は、NOWPAP 海洋ゴミプロジェクトの一環として推進する周辺国と連携した清掃・

人材育成キャンペーンを、我が国の主導により継続的に実施し、各国における地方公共団

体・NGO をも巻き込んだ市民レベルの意識向上を図っている。 
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1.3.2 石川県の取組 
「クリーン・ビーチいしかわ」の活動は、県民の参加による海岸清掃に留まらず、実践

を通して環境保全と県民のモラル向上に寄与している。すなわち、海岸清掃に参加するこ

とが、ポイ捨て防止等の発生抑制対策につながっている。 

石川県の「ふるさと石川の環境を守り育てる条例」（平成 16 年 4 月施行）では、第 99

条「空き缶等の投棄の禁止」、第 100 条「事業者による散乱防止」、第 101 条「散乱防止活

動等の推進」が制定されている。また、「石川県環境総合計画」（平成 17 年 3月）では、「県

民の取組み」として、空き缶、空き瓶、タバコの吸殻等ゴミの自宅への持ち帰り、環境美

化に関する道路清掃、河川愛護、海岸清掃等の活動への参加がうたわれている。 

 

1.3.3 羽咋市の取組 
羽咋市では、保育所、幼稚園、小中学校で、環境教育に関する冊子を作成して、啓発活

動を実施している。 

 

1.3.4 地域の取組 
地元の「羽咋生活学校」は、社会的に困ったこと、住みやすくすることなどをテーマに

して、公的な機関や企業と交流して、話し合いで解決することを目的に活動している。同

様に県レベルの生活学校や全国レベルの生活学校の組織がある。この地元の羽咋生活学校

は、ふるさと作りや女性のパワーアップのために、「ゴミのひとしぼり運動」を行ってきて

おり、最近これの活動が認められてきた。「ゴミを意識する」と、「意識改革」につながり、

今回のように海岸に漂着するゴミの回収に参加して、海岸のゴミの実態をみることによっ

て、自分の周辺のゴミを清掃するようになり、発生源抑制につながるようになると考えて

いるものである。 
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2．石川県羽咋市地域における今後の漂流・漂着ゴミ対策のあり方の方向性 

2.1 相互協力が可能な体制作りの方向性 
2.1.1 関係省庁会議とりまとめにおける体制作りの方向性 

漂流・漂着ゴミ問題に対する我が国の方針と当面の施策として、平成 19 年 3 月に策定さ

れた「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまとめ」においては、漂流・漂着ゴ

ミの処理等に係る国、都道府県、市町村等の役割について、次のように記載されている。 

 

我が国における、漂流・漂着ゴミの処理等に関連する現行法制度としては、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃掃法」という。）、海岸法、港湾法等がある。

現行法では、海岸に漂着したゴミについて、土地又は建物の占有者がその土地又は

建物の清潔を保つように努めなければならない（廃掃法第 5条第 1項）、と定められ、

「占有者がいない場合には、管理者とする」（同項）との規定に基づき、海岸管理者

が土地の清潔保持について努力義務を負う。一方、海岸管理は、都道府県等の海岸管

理者が行うものとされている（海岸法第 5条など）。 

海岸管理のうち、海岸保全施設に関する工事に係る事務以外の事務は自治事務と整

理される（同法第 40条の 4）ことから、基本的にどの程度の清潔保持を行うかの判断

は各海岸管理者の裁量に委ねられている。また、「海岸におけるゴミ対策や清掃等海

岸の美化については、地域住民やボランティア等の協力を得ながら進めるとともに、

参加しやすい仕組み作りに努める。」（同法第 2条の 2に基づく海岸保全基本方針）と

示されている。 

 

漂着ゴミについては、海岸等公物管理者が発生者ではないものの、公物管理上、清

潔の保持に努めなければならず、それぞれの公物管理者が、漂流・漂着ゴミの対応に

関する義務を負う。公物管理を定めた個別法において、自治事務と整理された事務に

ついては、各地方公共団体が自らの裁量に基づいて事務を遂行する責務を負うことと

されている。 

 

しかしながら、実態的には、公物管理者だけでは対応しきれない質及び量のゴミが

漂着した場合に、公物管理者である都道府県からの要請や、地域の生活環境保全上看

過できない状況に鑑み、一般廃棄物の処理について統括的責任を有する市町村（廃棄

物担当部局）が漂着ゴミの処理を行わざるを得ない場合があり、さらに、それでもな

お処理しきれない場合がある。 

また、都道府県の中には、市町村に対して漂流・漂着ゴミの処理等に関する補助を

行っているものもあるが、対策が不足している場合がある。 

こうしたことから、漂流・漂着ゴミの処理等に係る問題について、真に現場の求め

る解決に向けて、関係者間の相互協力が可能な体制作りを推進することが当面の施策

としては最も有効である。その上で、実際に処理にあたる現場の地方公共団体が混乱

しないよう、漂流・漂着ゴミの処理等の円滑な実施に向け、今後も更に検討を深める

ことが必要である。 
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2.1.2 石川県羽咋市地域における相互協力が可能な体制作りの方向性 
石川県は、「加越沿岸海岸保全基本計画」（石川県、平成 14 年 6月）において、「２．海

岸の保全に関する基本的な事項」で「2-1 海岸の現況」を示した後、「2-2 海岸保全の方向

及び施策」の中で「2-2-2 防護・環境・利用に関する施策と防護の目標」、「（2） 海岸環境

の保全に関する施策（環境面）」の一つに「海岸環境保全活動」を挙げており、以下のよう

に、「ボランティア活動をさらに大きく育成し、ゴミを川に流さない運動と気運を高めるよ

う啓発に努める」旨を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

前項の「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまとめ」及び上記の石川県の海

岸保全に関する基本的事項を受けて、関係者間の相互協力が可能な体制作りを推進するた

め、本モデル調査においては、各地域に県、市町村、関係団体、NPO/NGO、地域住民等によ

り構成される地域検討会を設置し、意見交換や必要な調整をしつつ、今後の漂流・漂着ゴ

ミ対策のあり方の方向性を策定していくこととした。 

今後は、この地域検討会をベースとして、関係者との連絡調整等を担う協議会等へ発展

させ、関係者間の役割分担や、適正な漂流・漂着ゴミの回収・処理、発生源対策等の対策

のあり方を議論、整理していくことが望ましい。その際には、本モデル調査によって得ら

れた各種の技術的知見等を積極的に活用していくことが期待される。 

図 2.1-1 は、現時点で想定される関係者間の役割分担の模式図であり、引き続き協議会

等の場で議論をし、地域の実情に適した体制作りを進めていくことが適当である。 

 

 

＜70 ページ＞ 

美しいなぎさや生物にやさしい海岸環境を保全するために、地域の住民や団体、有

識者、行政など海岸に関わる関係者が連携し、定期的な活動を実施していくことによ

り、「クリーンビーチいしかわ」等のボランティア活動をさらに大きく育成していくよ

う努める。 

 

＜71 ページ＞ 

さらに、石川の海岸ゴミの実態を紹介する「ゴミＭＡＰ」を作成して、海岸愛護活

動の拡大に努めるとともに、山から海に至る地域で、大人から子供に、ゴミを川に流

さない運動と気運を高めるよう啓発に努める。 
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・関係省庁会議とりまとめを踏まえた対策
（状況の把握、国際的な対応も含めた発
生源対策、被害が著しい地域への対策）
の実施
・海洋基本計画の実施
・地方交付税の措置

国

海岸保全計画等の策定
海岸清掃のための財政措置、物的・人
的資源確保 国・県の補助金の

活用
廃棄物発生抑制の
普及・啓発

羽咋市

農林水産部

環境部廃棄物対策課

土木部

石川県 （海岸管理者等）

石川県管内の海岸線の漂着ゴミの状況把握
石川県管内の海岸線の漂着ゴミ回収計画策定
石川県管内の海岸線の保全に関る情報の掌握
海岸の保全管理

国の補助金制度活用の支援
適正な運搬処理体制作りの支援、助
言、指導

クリーン・ビーチいしかわへの支援

連絡・調整

適正処理確保のための方策
(公共処理施設での処理、民
間委託等)

海岸清掃体制の確立
海岸清掃活動の支援

クリーン・ビーチいしかわ実行委員会

・実行委員会
石川県知事
石川県議会議長
石川県市長会長
石川県市議会議長会長
石川県町長会長
石川県町村議会議長会長
エフエム石川代表取締役社長
国土交通省北陸地方整備局
金沢河川国道事務所長

石川県治水協会長
石川県漁業協同組合
代表理事組合長

石川県農林水産部長
石川森林管理署長
石川県砂防協会長
各市長および各町長
石川県県民文化局長
石川県農業協同組合中央会長
石川県森林組合連合会
代表理事会長

石川県内水面漁業行協同組合
連合会代表理事会長

・幹事会
・参与

学校・研究機関

環境教育ツールとしての海岸
清掃の実施
環境教育の推進
専門的情報の提供

地域住民

海岸清掃活動への参加、協力
マナー、モラルの徹底
3R等によるエコライフの実践

連携・協働 支援

石川県漁業協同組合
羽咋支所、柴垣支所

国土交通省北陸地方整
備局 金沢空港・港湾

工事事務所

地元関係機関

各機関での漂着ゴミ対策
の実施・情報提供・他機
関への協力など

情報提供
・協力

情報提供
・協力

事務局：エフエム石川

事業者

廃棄物の適正運搬処理
環境負荷の低い製品・サー
ビスの提供
海岸清掃活動への参加、協
力、支援
観光業界の自主的な取組み

環境安全課
回収した漂着ゴミの運搬・処分

羽咋郡市広域圏事務組合

建設課

処分（RDF化、埋立など）

羽咋生活学校

サーファーズ
クリーン ビーチ

金沢星稜大学

石川県立看護大学

（社）羽咋郡市建設業協会

第九管区海上保安本部
金沢海上保安部

河川課
国土交通省の補助金の窓口

 

図 2.1-1 関係機関・団体の役割分担(案) 
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2.2 海岸清掃の体制のあり方の方向性 
石川県においては、既に、全県を上げたクリーン・ビーチいしかわによる県民参加の海

岸清掃の取組が精力的に行われている。今後の海岸清掃の体制としては、このクリーン・

ビーチいしかわによる海岸清掃体制を基本に、地域の関係者の協力を得ながら、より活発

な活動に発展させていくことが適当である。県、市町村、関係団体、NPO/NGO、地域住民等

により構成される協議会等の場で、関係者の役割分担、回収した漂着ゴミの処理ルート等

の検討を進め、その際には、本モデル調査によって整理した「効率的かつ効果的な漂着ゴ

ミの回収・処理方法（モデルケース）」を参照していくことが望ましい。 

以下に調査結果を踏まえ、国、石川県、羽咋市、地域住民等として望まれる役割（案）

を示す。 

 

＜国の役割＞ 

関係省庁会議とりまとめを踏まえ、その対策のため被害が著しい地域への支援の一環と

して、補助金制度が大幅に拡充されている（「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」

（農林水産省、国土交通省）や「災害等廃棄物処理事業補助金」（環境省））。国の役割とし

ては、この地域で問題となっている災害等により突発的に押し寄せる漂着ゴミに対して、

これらの補助金の交付により回収・処理を支援することである。 

この補助金の使用では、漂着する量などの条件が厳しく、利用できない場合が多い。こ

のため、県と市としては採択基準の緩和を求めていきたい。しかしながら、できる限り地

域の声に応えるべく既に制度の拡充を行っており、さらなる補助金の拡充も今後の検討事

項ではあるが、まずは制度の周知徹底及び活用の呼び掛け、効率的な運用を図っていく方

向である。 

また、対象地域は自動車の進入が可能な海岸として有名な観光地であり、常に清潔さを

求められる場所である。そのため、医療系廃棄物や外国製プラスチック容器など安全性に

問題がある漂着ゴミについては迅速に対応する必要がある。国としては、これらの漂着ゴ

ミについて、県等の協力を得て、漂着状況の把握、事故防止のための注意喚起を引き続き

行うことが求められる。 

 

＜石川県の役割＞ 

海岸管理者は、既に策定した「海岸保全基本計画」を基づき、漂着ゴミ対策に係る取組

を着実に実施する。また、現在、タイヤ、ガスボンベ、古冷蔵庫などの処理困難物の回収・

処理の対応に苦慮している状況を鑑み、予算を措置して適正に処置するなどの検討が望ま

れる。 

また、海岸管理者である石川県では、海岸保全施設等に影響を及ぼすような大規模漂着

ゴミが発生した場合には、その除去に積極的に対応することとしているが、総延長 580km

に及ぶ海岸線において、通常、漂着するゴミの清掃に関しては、地域ボランティアの協力

を得ることが不可欠であると考えており、このため、海岸愛護思想の普及や「クリーン・

ビーチいしかわ」に対する助成を通して、こうした活動の一層の普及を図ることとしてい

る。 

上記のクリーン・ビーチいしかわは、全国的にも１つの先駆的な事例である。この意識

を高めることとその活動を拡張していくことが非常に有効であると思われる。そのため、
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このような活動の普及を支援するための支援について、環境省から県や市町村を通じての

予算や事業が１つの対策となる。また、クリーン・ビーチいしかわに協議会等を設けて、

継続的に検討する方向性もあるだろう。 

 

＜羽咋市の役割＞ 

クリーン・ビーチいしかわの海岸清掃活動を、石川県と連携し、その活動費を助成する

など、引き続き支援することが望ましい。 

また、クリーン・ビーチいしかわや、その他のボランティアにより回収されたゴミの処

理（羽咋郡市広域圏事務組合が所有する一般廃棄物の処理施設で処理可能なゴミ）につい

ては、一般廃棄物の処理について統括的責任を有する羽咋市が可能な限り処理することが

適当と思われる。一方で、回収されたゴミの量や質によっては、羽咋市に処理費用の負担

が過度に掛かっている場合も多々あり、この点について関係者による費用分担の可能性に

ついて検討する必要があると思われる。 

市町村からは、年 2回のクリーン・ビーチいしかわの活動を始め、収集した海岸ゴミの

処分費について、交付金や補助金で県が一部負担することを要望したいという意見も出て

いる。 

処理困難物や危険物については、その回収・処分に支障が出ている面もあることから、

協議会等の場でこのような漂着物に対する対応方針や、対処するに当たっての役割分担等

について検討を進めていくことが適当である。なお、危険物の運搬や処分の取扱いに関し

ては、国土交通省が別途マニュアルを検討中であるので、これの完成を待つこととする。 

一部の地域では、タイヤ、ガスボンベ、古冷蔵庫などの処理困難物は、回収や運搬がな

されていないが、羽咋市では民間専門業者を通じての処分が可能であるため、上記の体制

の中では、回収の対象とするように、関係者で検討することが望ましい。 

豪雨時にヨシが大量漂着した場合には、本調査でレーキドーザ等の重機を用いた回収方

法が検討されたので、今後はこれを試行して具体的な実行に向けた検討を行うことが考え

られる。 

 

＜地域住民等の役割＞ 

「海岸の清潔の保持」を行っていく上で、地域環境の保全や美化活動に係わる地域住民

等のボランティア清掃には大きな意義や役割があると考えられる。そのため、今後も継続

して、クリーン・ビーチいしかわを中心とした海岸清掃活動に積極的に参加していくこと

が望まれる。 

現地の清掃体制としては、市民憲章に基づく住民による定期的な活動の他、漁業者やサ

ーファーによる定期的な清掃、その他不定期な清掃活動が盛んであり、さらに今回、文化

財関係の清掃活動が新たに立ち上がった。また、サーファーの清掃活動も、この際に「サ

ーファーズ クリーン・ビーチ」と名づけて、クリーン・ビーチいしかわの活動と連携する

ようになったため、調査対象地域の清掃体制は、より総合的に推進されることとなった。

これらへの支援が重要である。 

市町村や地域住民があらゆる場所で、海岸の愛護、海岸のゴミ、河川や地域全体でのポ

イ捨て防止に至るまでの取組を促進する必要があるが、そのために具体的に役割を分担す

ることが重要である。これについては、これからの課題で、本地域検討会のような場で関

係者が集まりながら、それぞれの役割分担を議論していくという状況になっている。まず

は、議論を進めて、どういった形であれば、この地域で清掃や処理がやりやすいのかとい
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うことを議論していくことが重要である。 

団塊の世代が定年になるので、ボランティア活動に向ける社会となってくると思うが、

団塊世代を活動させるにも、クリーン・ビーチいしかわのような母体が重要である。 

 

 

2.3 漂流・漂着ゴミの発生抑制対策のあり方の方向性 
2.3.1 国内由来の漂流・漂着ゴミに関する取組 

環境省は漂着ゴミ問題の普及啓発のため、その現状と影響等を整理したパンフレットを

作成中である。完成したパンフレットはモデル調査の結果も合わせて地方自治体と共同で

普及を進め、海ゴミ問題に対する一般の認識を醸成していく予定である。 

一方、本モデル調査の結果から、漂着ゴミの発生源については、韓国、中国等の海外由

来のものが確認されているものの、主として日本由来（主に同一県内由来と考えられる）

のゴミが多く確認されている。 

このうち、ゴミの種類としては、食品、飲料、生活雑貨等の生活系のゴミが大部分を占

めており、生活系のゴミの発生抑制が重要と考えられる。ゴミの量的な面からは、羽咋川

の河川敷の草刈をしたヨシが問題である。梅雨や台風の豪雨時に、羽咋川流域に大量の降

雨が発生すると、河川敷に放置された刈り取り後のヨシが、河川を経由して沿岸に漂流し、

海岸に大量に漂着している。 

漂流・漂着ゴミに関する他の調査結果などからも、国内由来の漂流・漂着ゴミは河川を

通して漂着するケースが多いことが指摘されており、上記の生活系のゴミやヨシなどの対

策も羽咋市内を流れる羽咋川の流域をベースとし、海岸側だけでなく上流側も含めた取組

が重要であると考えられる。 

ゴミの種類別に、主たる排出者、発生原因や経路、発生抑制対策について、一般論的に

考えられる状況を整理した結果を、表 2.3-1 に示す。なお、この表に記載した主たる排出

者等については、すべてにおいて確たる証拠はなく、現在得られている知見及び本調査で

の聞き取り調査等を踏まえた推定である。 
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表 2.3-1(1) 発生源（排出者）が特定できるもの 

区分 ゴミの種類 
主たる 

排出者 

主たる発生原因、 

経路 
考えられる発生抑制対策 

生活系 釣り用具（釣り糸、ル

アー、釣りえさ袋・容

器等） 

釣り人 釣りの最中の不注意

による排出、意図的

な放置や投棄 

釣り人のマナー向上。クリーンアッ

プ活動・参加型海ゴミ調査への参加

等による海ゴミ問題の普及啓発。生

分解性素材を用いた釣り具の普及

促進。 

生活系 レジャー用品（シート

類、花火の残りかす、

引火機材、おもちゃ

等）、食品の包装・容

器、袋類、飲料用プラ

ボトル・ガラスびん・

缶 

レジャー利

用者 

レジャー行為中の不

注意による排出、ポ

イ捨て、意図的な放

置や投棄 

マナーの向上及びゴミの家庭への

持ち帰り。海ゴミ問題の普及啓発。

ポイ捨てを禁止・処罰する美化条例

等による規制強化。監視・取締りの

強化。 

漁業系 カキ養殖用パイプ カキ養殖業

者 

作業時及び廃棄過程

での管理不足 

養殖業者に対する海ゴミ問題の普

及啓発。漁業協同組合による回収し

たカキ養殖パイプの買取。 

漁業系 ウキ・フロート・ブイ 漁業者等 作業時及び廃棄過程

での管理不足、意図

的な放置や投棄 

メーカー、販売店、使用者の全体の

協力により回収処理・リサイクルの

更なる推進。発泡スチロール製フロ

ートにはカバーの装着等により破

片化の防止。 

漁業系 漁網、ロープ、かご漁

具、電球、魚箱等 

漁業者等 作業時の管理不足、

意図的な放置や投棄

漁業者の意識改革を徹底。生分解性

素材を用いた漁具の開発・利用。 

事業系 物流用パレット 運輸関係の

事業者 

作業時・保管時の管

理不足、意図的な放

置や投棄 

漁港・港湾等の荷役施設における管

理の徹底。 

事業系 

漁業系 

 

荷造り用ストラップ

バンド 

運輸関係の

事業者、漁

業者 (ノリ

養殖の支柱

に用いるフ

ジツボよけ

リングとし

て利用する

場 合 が あ

る。) 

作業時・保管時・廃

棄過程での管理不

足、意図的な放置や

投棄 

漁港・港湾等の荷役施設における管

理の徹底。フジツボよけリングにつ

いては、ノリ養殖業者の意識改革を

徹底。生分解性素材を用いた漁具の

開発・利用。 

事業系 樹脂ペレット プラスチッ

ク系素材製

造・加工等

事業者 

製造・加工工程等か

らの漏出 

作業現場における漏出の防止の取

組にもかかわらず発生量の減少が

見られないことの原因究明とそれ

による取組の評価・見直し。 

事業系 

生活系 

農業資材（肥料袋、苗

木ポット等） 

農家、一般

家庭 

家庭菜園も含む農作

業時の管理不足、意

図的な放置や投棄 

農協組合等に対する海ゴミ問題の

普及啓発。河川敷での農業における

資材管理の徹底、廃棄物の適正処理

の推進。地域住民も一体となった監

視の強化。 

事業系 

生活系 

木材等 建 設 事 業

者、一般家

庭 

作業時・保管時の管

理不足、意図的な放

置や投棄 

行政・地域住民も一体となった不法

投棄の監視強化。 

事業系 

生活系 

タイヤ 事業者、 

一般家庭 

保管時の管理不足、

意図的な放置や投棄

行政・地域住民も一体となった不法

投棄の監視強化。 
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表 2.3-1(2) 発生源（排出者）が特定できない、不特定多数であるもの 

区分 ゴミの種類 
主たる 

排出者 

主たる発生原因、 

経路 
考えられる発生抑制対策 

生活系 タバコの吸殻・フィ

ルター・パッケー

ジ・包装、使い捨て

ライター 

喫煙者 ポイ捨て、吸い殻入

れからの漏出 

マナーの向上。ポイ捨てを禁止・処

罰する美化条例等による規制強化。

生活系 飲料用プラボトル・

ガラスびん・缶、ふ

た・キャップ、プル

タブ 

不特定多数 ポイ捨て、意図的な

放置や投棄、各種施

設等のごみ箱からの

漏出 

マナーの向上、外出時のゴミの持ち

帰り、家庭ゴミの適正な分別排出、

３Ｒの推進等に関する啓発活動。ゴ

ミ集積場における散乱防止。ポイ捨

てを禁止・処罰する美化条例等によ

る規制強化。回収・処理過程での漏

出防止。ペットボトル等の飲料用容

器については、陸上での回収効率を

上げる方策としてリユース・デポジ

ット制の導入の検討。 

生活系 食品の包装・容器、

袋類、６パックホル

ダー、ストロー･マド

ラー 

不特定多数 ポイ捨て、意図的な

放置や投棄、各種施

設等のごみ箱からの

流出 

マナーの向上、外出時のゴミの持ち

帰り、家庭ゴミの適正な分別排出、

３Ｒの推進等に関する啓発活動。ポ

イ捨てを禁止・処罰する美化条例等

による規制強化。ゴミ集積場におけ

る散乱防止。回収・処理過程での漏

出防止。 

生活系 食器（わりばし含

む）、くつ・サンダル、

漂白剤・洗剤類ボト

ル、スプレー缶・カ

セットボンベ、衣服

類、紙おむつ 

くぎ・針金、電池（バ

ッテリー含む）「金属

類、その他の人工物」 

不特定多数 意図的な放置や投

棄、各種施設等のご

み箱からの流出 

マナーの向上、外出時のゴミの持ち

帰り、家庭ゴミの適正な分別排出、

３Ｒの推進等に関する啓発活動。ゴ

ミ集積場における散乱防止。回収・

処理過程での漏出防止。 

生活系 家電製品、家具 不特定多数 意図的な放置や投棄 行政・地域住民も一体となった不法

投棄の監視強化。 

自然系 流木、灌木 － 土石流や洪水流に伴

って渓畔林や渓流沿

いの森林、荒廃地、

さらには河川内に発

達した河畔林が侵食

を受けて、流木が発

生注1）。 

渓畔林・河畔林管理の充実及び荒廃

地の復旧による発生抑制対策。さら

には流木捕捉施設等の整備など流木

の流下抑制対策の実施注1）。 

自然系 アシ・ヨシ － 刈り取り後に放置さ

れたアシ・ヨシが海

に流出。 

アシ・ヨシが漂着ゴミになることを

周知し、刈り取り後の適正処理・有

効利用を推進。 

注 1）ダム貯水池における流木流入災害の防止対策検討調査報告書(林野庁・国土交通省、平成 19 年 3月) 
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以下、調査対象地域で主に確認されたゴミの種類別に、発生抑制対策をまとめる。 

 

①生活系ゴミ対策 

調査結果からは、ペットボトル等のプラスチック類のゴミを始め、多種多様な生活系の

ゴミが漂着していた。第Ⅱ章の「3.2 ライターを用いた国内発生源の推定（p.Ⅱ-41）」の

結果からは、羽咋川流域とその近傍がその発生源となっていた。また、第Ⅱ章の「3.4 一

年間に回収されたゴミの量」での図 3.4-2 で示した「市街地のゴミの状況」写真（p.Ⅱ-52）

でも、多種多様な生活関連物が、ゴミの原因となる状況が把握された。 

これらに対しては、まず第一にポイ捨て防止等の普及啓発の取組を進めることが適当で

ある。石川県については、県全体を上げた取組である「クリーン・ビーチいしかわ」によ

り、海岸清掃への参加を通した啓発活動はなされているものの、引き続き取組の強化に努

めていくことが重要である。 

さらに、心無いポイ捨てもあるが、発生源となっていることを意識していない場合もあ

る。このため、上流側も含めた流域内での啓発活動（広報、イベント、シンポジウム、ク

リーン・ビーチいしかわの活動報告、本調査の結果の公表など）が重要であると考えられ

る。 

本調査に参加した地域住民の意見では、海岸に漂着するゴミを回収することによって、

「ゴミを意識する」と、「意識改革」につながり、自宅周辺のゴミを清掃するようになり、

発生源抑制になるということであった。この点に関して、地域住民の教育を推進しながら、

その効果を把握する意識調査や継続調査が必要であると考えられる。 

また、羽咋市の千里浜海岸は、自動車の進入が可能な海岸として有名な観光地であり、

県内もさることながら、他県の観光者や釣り人による心無いポイ捨て等を防止するための

周知も重要であると考えられる。 

さらに、これら上記のことは、先に言及した「市街地のゴミの状況」写真にあったよう

に、農業系の苗木ポット、農地に放置された木材、駐車場の段差を解消するための角材な

どは、利用された後に不用意に放置されたり、豪雨時にその場から流出することによって

ゴミとなってしまう可能性があるものについても、同様にあてはまる。 

一方で、羽咋川に流出する支川での回収の方が、羽咋川本流での回収よりも労力は少な

いと考えられる。ゴミは出水時に発生するために、このような時期での本流でのゴミの回

収には非常な困難が伴う。発生源に近い所での対策の方が、労力がかからず効果的である。

したがって、市街地や農業用の水路でのスクリーンなどによるゴミの回収方法は、より望

ましいと考えられる。 
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②ヨシ対策 

羽咋川水系では、河川愛護のために水防月間である 6月第 1週の日曜日に、ほとんどの

河川で地域の住民が草刈りをしている。県の土木部の指導により、河川の草が流水を阻害

しないように、梅雨時の増水対策を目的として実施されており、河川の斜面や土手の草も

含めて河川敷の草を刈っている。 

１週間または 10 日間程度、刈取りした現場に放置した後に焼却する場合もあり、6月は

梅雨どきでもあるため、本調査を実施した期間中に豪雨に見舞われた結果、邑知潟（おう

ちがた）に島状にヨシが堆積し、これらを県の土木部で取り上げた経緯もある。 

海岸でのヨシの漂着状況や河川での分布状況を図 2.3-1 に示す。海水浴シーズンに海岸

に漂着したヨシは、景観を大いに阻害していた。また、羽咋川の上流部の中能登町付近の

川幅は狭く、ヨシも河川の土手周辺に生育していたが、下流部では河幅も広く、ヨシは河

川敷に広く生育している状況にあった。 

このヨシの処分は、次に示す方法が考えられた。 

・草刈時の河川敷での焼却処分 

第Ⅱ章の「2.3.5 回収・処理費用のまとめ」で示した「流木等の野焼きについて」（p.

Ⅱ-33）によれば、草刈時の河川敷でのヨシは焼却可能であり、管理者の管理のもと、

消防関係者への事前報告を必要とする。しかしながら、刈取り直後のヨシは水分を含

んでおり、簡単には火が付かないという状況があり、また、河川敷に放置して乾燥さ

せる方法が考えられるが、乾燥中に豪雨がくる場合も考えられる。また、発生する煙

に対する地域住民からの苦情もあり、焼却処分が可能な地域とそうでない地域がある。 

・回収して焼却処分 

回収して適当な場所での焼却は理想的である。しかしながら、河川での刈取り作業

は、地域住民による河川愛護として実施されているために、炎天下での刈取り作業だ

けでも負担が多く、回収作業までは難しい状況にもある。 

・有効利用 

ヨシの有効利用として、堆肥化、すだれなどの日よけの作成などがあるが、いずれ

にしても回収作業が必要である。経済的に見合わなければ難しいものと考えられる。 

さらに、この作業に従事している町会の責任者によるヒアリングの結果では、次のよう

な状況であった。 

ヨシの河川からの取上げについては、特に指示されていないので実施していない。海岸

での漂着ゴミにヨシに問題があるとすれば、その対応は可能であると思われる。水分を多

く含んでいるため、その場での焼却できないが、取上げた後 2～3日乾燥させれば、焼却処

分は可能であると思われる。その場合は、県か市が回収して焼却に対応することになる。

刈り取ったヨシを放置することによって海岸で問題となることは、刈取る住民は知らない

ので、その情報を提供することが重要であると思われる。体制作りや話合いが重要で、対

応すべき事項としての理解は得られると思われる。 

また、このヨシの処分を担当する羽咋郡市広域圏事務組合の担当者によると、これらの

ヨシの処分は、施設の規模や能力からは受入れ可能であるという判断が示されている。こ

の河川のヨシの処分は、砂や塩分が付いていないため、処分施設の機械の受入れの面でも、

海岸での回収と比べてメリットがある。 

この羽咋川水系から流出するヨシを海岸で重機を用いて回収する費用は、第Ⅱ章の

「2.3.5 回収・処理費用のまとめ」の表 2.3-2（p.Ⅱ-32）で示したように、運搬・処分費
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を含めて約 340 万円、重機の費用だけでも約 230 万円と推定された。ここで、羽咋川水系

で刈取ったヨシをその時点で回収して処理する費用を概算見積って、これと比較する。海

岸で回収した第 5 回調査と第 6 回調査のヨシの合計は約 17ｔと同量とし、したがって運

搬・処分費も同額とし、河川敷から近傍の道路まで搬出する建設作業員の人件費を推定し、

重機の費用と比較した。作業内容として、刈取ったヨシを束ねて、河川敷のある程度の距

離を、リヤカーなどを使用しないで歩行で移動し、人力のみで搬出する状況が想定された。

本調査結果では、表 3.2-16（p.Ⅰ-92）に示すように、人力のみの搬出の回収効率は最大

で 10kg/h/人（表中の①）で、また、長距離を搬出した回収効率は 14kg/h/人（表中の⑤）

であった。ヨシはある程度密生しているため、回収時間にかかる手間が少ないことなどを

考慮すると、回収効率は 20kg/h/人程度が妥当であると考えられる。そこで、必要となる

建設作業員の人数は、1 日 8 時間労働、作業員単価 10,300 円/人日とすると、次のようで

ある。 

17（ｔ）÷20（kg/h/人）＝850（h）＝106（人日）＝1,091,800（円） 

したがって、上流側の作業員での対応の費用は約 110 万円、重機による費用は約 230 万

円もとなり、上流側での対応の費用の方が約 1/2 である。 

なお、ヨシの大量漂着時には、ペットボトル、飲料缶、プラスチック類、木材なども混

在していた。これらは、市街地の中でポイ捨てされたり、放置されたりしたものが、降雨

などで流出してきたもので、「フラッシュアウト」と呼ばれているものであると考えられ、

上記①で示した事項も、本項と密接な関係がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸でのヨシの漂着 羽咋川水系の上流部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

羽咋川水系の下流部 羽咋川水系の下流部 

図 2.3-1 海岸でのヨシの漂着状況や河川での分布状況 
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2.3.2 海外由来の漂流・漂着ゴミに関する取組 
海外由来のゴミに関しては、県や市町村による取組には限界があり、国による率先的な

取組が不可欠である。国は、関係国との政策対話や、国際枠組みの下での協力等を通して、

関係国との共通意識の醸成及び協力体制の構築を引き続き進めていくことが重要である。 

特に、日本、中国、韓国、ロシアによる海洋環境保全のための枠組みである「北西太平

洋地域海行動計画（NOWPAP）」は、2006 年から開始された海洋ゴミプロジェクトが精力的

に進められており、環境省は本モデル調査の成果等を NOWPAP を通して各国に発信しており、

NOWPAP を通した協力関係が強化されつつある。さらに、ハングル文字が表記された廃ポリ

タンク等、海外からの大量の漂着ゴミが確認された場合には、関係国への原因究明・再発

防止等の申し入れ等を継続的に行っていく必要がある。 
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3．漂流・漂着ゴミ対策の実現に向けて 

以上、これまでの現地調査・文献調査等で得られた調査結果の解析・評価及び地域検討

会における協議の結果によって、漂流・漂着ゴミ対策のありかたの方向性が示された。漂

流・漂着ゴミ対策の大きな柱は、「清掃活動」及び「発生抑制」であり、具体的対策、その

実施主体者や実行計画等を明らかにし、漂流・漂着ゴミ対策の実現に向けて努力すること

が望まれる。 

ここでは、「清掃活動制」及び「発生抑制」に関し、具体的対策と実施主体の役割分担、

実施目標期間についてまとめたロードマップを表 3-1 に示す。 

この内容は、第 6回地域検討会（2009 年 2 月）において検討し、出席者の総意として承

認されたものである。 

 

 



Ⅲ-35 

表 3-1(1) 漂流・漂着ゴミ対策を実現するための必要項目と役割分担（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方　策 具体例・説明等

国 石
川
県

羽
咋
市

地
域
住
民

サ
ー
フ
ァ
ー
等

学
校
・
研
究
機
関

事
業
者

Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体

短
期
実
施

長
期
実
施 備　考

○

○
クリーン・ビーチいしかわが窓口の役割をし
ている。

●
港湾区域と隣接海岸での清掃活動を事務
所ＨＰで紹介することを検討中である。

○
クリーン・ビーチいしかわが（年間）活動報
告を出版、HPもある。

清掃活動成果の集約 海ゴミ問題専用窓口
への集約

○
クリーン・ビーチいしかわが（年間）活動報
告を出版、HPもある。

漂着ゴミの実態把握調
査

海岸における調査(空
撮も含む)

○ ○
県が海辺の漂着物調査を実施している。

実態調査のデータ提供 一般紙、HP、広報誌
等

○ ○
県が海辺の漂着物調査結果をNPECに提
供している。

○ ○ ○
県と市は大量のポリタンクの漂着や、木材
の漂着に対応している。

●
港湾区域内で、海上保安部より情報提供を
受け、港湾管理者へ提供する。

○
住民による定期的な清掃活動時に市の職
員が協力している。

○ 県が産廃協会にボランティアを要請した。

○ ○ ○ ○ ○
クリーン・ビーチいしかわ等の活動時に、町
内放送、回覧板、学校で周知している。

●
清掃活動情報とともに、事務所ＨＰで紹介
することが可能である。

○ 住民による定期的な清掃活動をしている。
○ サーファーによる活動がある。

●
港湾区域内で国が実施する工事で、請負
者との協議により清掃活動も可能である。

○ ○ ○ ○ ○
市職員、住民、サーファー、学生、会社員
が参加している。

●
港湾区域内で国が実施する工事で、請負
者との協議により清掃活動も可能である。

○
クリーン・ビーチいしかわでの森づくり活動
や、イベントとしてビーチバレー、ジェットス
キー、コンサート等の事例がある。

●
港湾区域内で国が実施する工事で、請負
者との協議により清掃活動も可能である。

回収活動の単位化の
呼びかけ(教育機関)

大学、高専、専門学
校、高校等

●
金沢星稜大学は実施予定である。

○
ポリタンクの内容物の有害の判定は、県職
員が実施している。

○
大量のポリタンクや木材の漂着では、現地
視察している。

ゴミ運搬車両による運
搬(委託を含む)

一般廃棄物
○

市は住民による定期的な清掃活動で対応
をしている。

委託業者による運搬 処理困難物 ○ 同上
参加者による運搬 自己運搬
産廃協会のボランティ
ア

漂着木材
○

県が産廃協会に要請した。

一般廃棄物 費用負担の役割
○

市は住民による定期的な清掃活動で対応
をしている。

処理困難物 費用負担の役割 ○ 同上
適正処理の助言・指導

○ ○ ○
海岸での清掃活動で県や市は処理困難物
の対応を教示している。

適正処理に向けた協力 ○ ○ ○ 同上
野焼きの管理もしくは
実施 ○ ●

滝海岸はゴミの持出しが困難であるため、
実施を検討する。ただし、発泡スチロール
は燃やさない。

産廃協会のボランティ
ア

漂着木材
○

県が産廃協会に要請した。

注射器、信号灯、薬
品入りのポリタンク等

危険・有害ゴミの管理
者派遣

HP、広報誌、地域無
線等

植林、イベント等他の海岸事業・活動へ
の回収活動の組み込
み

実施主体回収作業の実施

回収作業への参加 参加

運
搬

処
分

清
掃
活
動

漂流・漂着ゴミ問題の
窓口の一本化

漂流・漂着ゴミ問題専
用窓口の設置と一般
住民へ周知

ゴ
ミ
の
回
収

回収作業への職員派
遣

清掃活動情報の収集と
発信

一般紙、HP、広報誌
等

情
報
収
集
と
発
信

回収作業員の募集

行政 民間 期間

危険・有害ゴミの漂着
状況把握及び提供
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表 3-1(2) 漂流・漂着ゴミ対策を実現するための必要項目と役割分担（案） 

方　策 具体例・説明等

国 石
川
県

羽
咋
市

地
域
住
民

サ
ー
フ
ァ
ー
等

学
校
・
研
究
機
関

事
業
者

Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体

短
期
実
施

長
期
実
施 備　考

○
北陸管内の各県、市の関係者向けに事業
の説明会を実施している。

★ ○ 県と市が採択基準の緩和を要望している。
県から市町村への支
援(災害時)

国の補助金の要件を
満たさない場合の補
助金

国の補助金の要件を
満たさない場合の補
助金

千里浜海岸清掃に関
する補助

○
県は羽咋郡市広域圏事務組合に対応を依
頼している。

県・市町村から地域住
民、活動団体等への支
援

NPO、自治会への支
援 ○ ○

県と市はクリーン・ビーチいしかわに助成し
ている。

民間資金・資材の活用 民間企業、団体から
の助成金・寄付

○
企業はクリーン・ビーチいしかわに助成して
いる。

参加ボランティアへの
交通費助成
活動時の消耗品の提
供

ゴミ袋、軍手、飲料等
○

クリーン・ビーチいしかわはゴミ袋を配布し
ている。

○
住民による定期的な清掃活動時に市の車
両が出動している。

レーキドーザ
○

千里浜海岸の清掃活動では。羽咋郡市広
域圏事務組合で対応している。

チェーンソー等の貸出 オペレータ付

○ ○
県には、「ふるさと石川環境保全功労者知
事表彰」の表彰制度がある。

○
「海をきれいにするための一般協力者の奉
仕活動」国土交通大臣表彰を「クリーンビー
チ内灘作戦」が受けている。

●
市では、制度を創設する方向で準備を進め
ている。

ボランティア参加者の
顕彰

広報誌への氏名掲載
等

○
クリーン・ビーチいしかわで3名を表彰した。

回収作業実施時の首
長訪問

謝意表明
○

住民による定期的な清掃活動時に、すべて
の会場で実施している。

○ ○
クリーン・ビーチいしかわでは、町内会への
清掃活動参加の呼びかけのお願いをして
いる。

○
市の生涯学習課が町長会でお願いしてい
る。

●
港湾事業に関する地元説明会等の場で説
明・働きかけが可能である。

○
過去にプラットホームを実施し、現在の体制
が出来上がった。現在も、事前打合せ等、
準備の打合せを行っている。

●
それぞれのあり方を認識した中で協働する
ことを検討する。

海岸管理者主導の地
域組織の形成

海岸管理者がリー
ダーシップをとる組織

★ ○
市は県に組織づくりを望む。

関係自治体との連携 他県や内陸の市町村
との連携

○ ○
クリーン・ビーチいしかわ事務局には海岸を
もたない市町村も参加している。

関係団体との連携 他地域のNPO、民間
企業との連携

○ ○
クリーン・ビーチいしかわ事務局には関係
団体も参加している。

○ ○ ○
石川県廃棄物担当部課長連絡協議会を開
催している。

● プラットホーム作りと同じ。

地域ボランティアの緩
やかな協働化への働き
かけ

NPO、自治会との協
働

国の災害補助金制度
の周知徹底

災害等廃棄物処理事
業補助金、災害関連
緊急大規模漂着流木

県から市町村への支
援(通常時)

（特定海岸）

組
織
作
り
へ
の
積
極
的
関
与

プラットフォーム作りの
呼びかけと参加

行政、民間企業、
NPO等の参加者が対
等な立場の組織作り

関係者との連絡調整 海ゴミに関する協議
会や検討会の設置

財
政
的
支
援

自治体保有の車両・重
機等の貸出・提供

行政

清
掃
活
動

民間 期間

物
的
支
援

精
神
的
支
援

個人や団体の首長へ
の表彰

継続したボランティア活
動に対する表彰

 

 




